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１  合併の方式 

    合併前の八日市市、永源寺町、五個荘町、愛東町及び湖東町を廃し、その区域をもって

新しい市を設置する新設合併とする。 
 
２  合併の期日 
    合併の期日は、平成１７年（２００５年）２月１１日とする。 
 
３  新市の名称 

    新市の名称は、東
ひがし

近
おう

江
み

市
し

とする。 
 
４  新市の事務所の位置 

    （１）新市の事務所は、新設せず、現八日市市役所を使用することとし、その位置は、 

八日市市緑町１０番５号とする。 

（２）新市の事務所とならなかった合併前の各町の事務所については、支所とする。 
（３）地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１５５条の規定に基づき定めている現

永源寺町役場政所支所については、出張所とする。 
 

５  議会の議員の定数及び任期の取扱い 
（１）八日市市、永源寺町、五個荘町、愛東町及び湖東町の議会議員については、市町

村の合併の特例に関する法律（昭和４０年法律第６号）第７条第１項第１号の規定

（議会の議員の在任に関する特例）を適用し、平成１７年１０月３１日まで引き続

き新市の議会の議員として在任する。         
（２） 議会の議員の在任に関する特例適用後の新市の議会議員の定数は、２４人とする。 
（３）議会の議員の在任に関する特例適用満了に伴う第１回目の選挙は、市町毎に選挙

区を設ける。 
  各選挙区における定数は、次のとおりとする。 
・八日市市の選挙区   １０人 

      ・永源寺町の選挙区    ３人 
      ・五個荘町の選挙区    ４人 
      ・愛東町の選挙区     ３人 
      ・湖東町の選挙区     ４人 
 

６  農業委員会の委員の定数及び任期の取扱い 

（１）新市に１つの農業委員会を設置することとし、その選挙委員の定数は法令に基づ

き類似都市を参考に合併時までに調整を行う。 
 



ただし、平成１７年７月１９日までの間は、農業委員会等に関する法律（昭和２

２年法律第８８号）第３４条の規定を適用し、各市町の農業委員会をそのまま引き

継ぐ。 
（２）新市の農業委員会の選挙は、選挙区を設け実施する。選挙区の区域は、新市の最

初の選挙までに調整する。 
 

７  一般職の職員の身分の取扱い 

（１）一般職の職員は、市町村の合併の特例に関する法律第９条の規定により、すべて

新市の職員として引き継ぐ。 
（２）職員数については、新市において定員適正化計画を策定し、定員管理の適正化に

努める。 
    （３）職名及び職階については、人事管理及び職員の処遇の適正化の観点から、合併時

に調整し、統一を図る。 
    （４）職員の給与については、新市において職員の処遇及び給与の適正化の観点から調

整し、統一を図る。 
 
８  特別職の身分の取扱い 

（１）各市町の特別職については、法令に基づき、合併の日の前日に全員失職する。 
（２）新市における特別職については、下記のとおり取り扱う。 
① 常勤特別職については、新市において新たに選任する。 
② 行政委員会の特別職については、法令等の定めるところに従い調整する。 
③ 審議会・委員会等の附属機関及びその他の特別職については、現に各市町に設

置され、新市においても引き続き設置する必要のあるものは、現行の制度をもと

に統合・調整し、新市において新たに選任する。 
 
９  財産の取扱い 

（１）八日市市、永源寺町、五個荘町、愛東町及び湖東町の所有する財産は、すべて新

市に引き継ぐものとする。 
（２）甲津畑財産区有財産は、甲津畑財産区有財産として新市に引き継ぐものとする。 

 
１０  地方税の取扱い 

（１）個人市民税の税率については、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定に

よる標準税率とする。普通徴収の納期は、八日市市、永源寺町、愛東町の例による。 

（２） 法人市民税の税率の均等割については、地方税法の規定による標準税率を採用し、

八日市市、愛東町、湖東町の例によるものとし、法人税割については、同法の規定

により八日市市の例による。納期は同法の規定により現行のとおりとする。 

（３）固定資産税の税率は、地方税法の規定による標準税率とする。納期は、八日市市、

永源寺町、愛東町の例によるものとする。 

（４）軽自動車税の税率については、現行のとおりとする。納期は、永源寺町の例によ

るものとする。 



（５）市たばこ税の税率及び納期については、現行のとおりとする。 

（６）入湯税については、地方税法の規定による標準税率を採用し、愛東町の例により1

人1日１５０円とする。 

（７）都市計画税については、新市発足までに調整する。 

（８）納期前納報奨金については、八日市市の例によるものとする。 

 

１１  町名、字名の取扱い 

（１）八日市市における「町」及び「丁目」、永源寺町、五個荘町、愛東町及び湖東町

における「大字」の区域は、従前のとおりとする。 
    （２）八日市市における「町名」及び「丁目名」は、原則として新市の「町名」及び「丁

目名」とする。 
（３）永源寺町、五個荘町、愛東町及び湖東町における「大字名」は、原則として「大

字」を削除し、現在の名称に「町」をつけ新市の「町名」とする。 
（４）八日市市外町と愛東町大字外については、区分できるよう新市までに調整するも

のとする。 
（５）新市の「町名」「丁目名」については、上記調整方針を基本として、住民の意向

を踏まえた後に決定する。 
 
１２  慣行の取扱い 

（１）市章は、原則として合併時までに決定し、新市において制定する。 
（２）市民憲章、市の花、木、鳥および歌、各種宣言については、新市において制定の

必要性を含め検討する。 
 
１３  一部事務組合等の取扱い 

八日市市、永源寺町、五個荘町、愛東町、湖東町が合併するにあたって加入している一

部事務組合等については、次のとおりとする。 

（１）合併の日の前日をもって当該一部事務組合等を脱退し、新市において合併の日に

当該一部事務組合等に加入する。  

・八日市衛生プラント組合      ・中部清掃組合  

・東近江行政組合          ・布引斎苑組合  

・愛知郡広域行政組合        ・湖東広域衛生管理組合 

・滋賀県市町村交通災害共済組合   ・滋賀県市町村職員研修センター   

・滋賀県自治会館管理組合              等 

（２）合併の日の前日をもって当該一部事務組合等を脱退する。 

・滋賀県市町村職員退職手当組合  

・滋賀県町村議会議員公務災害補償等組合 

・日野町、蒲生町、竜王町、安土町、能登川町、五個荘町および永源寺町教育

委員会社会教育主事共同設置 

・愛知川町、愛東町、湖東町、秦荘町、多賀町、甲良町、豊郷町教育委員会社

会教育主事共同設置 



・滋賀県町村土地開発公社  

・琵琶湖東北部広域市町村圏協議会          等 

（３）合併時に統合再編するよう調整に努める。 

  ・八日市市、永源寺町、五個荘町及び能登川町介護認定審査会（共同設置） 

・愛東町介護認定審査会 

・湖東町介護認定審査会 
 
・財団法人八日市市コミュニティ振興事業団 

・財団法人湖東町生涯教育振興事業団         等 

（４）新市に引き継ぎ、新市の公社として存続するものとする。 

        ・八日市市土地開発公社 

・財団法人愛の田園振興公社             等 

（５）合併の日の前日をもって規約を廃し、新市において現行の事務委託内容により合

併の日に締結する。 

        ・八日市市、蒲生町、日野町、永源寺町、五個荘町及び能登川町障害児通園(デ

イサービス）事業の事務委託に関する規約      等 

 

１４  条例、規則等の取扱い 

条例、規則等の制定に当たっては、合併協議会で協議・確認された各種事務事業等の調

整内容に基づき、次の区分により整備するものとする。 
（１）合併と同時に市長職務執行者の専決処分により、即時制定し、施行させる必要が

あるもの。 
（２）合併後、一定の地域に暫定的に施行させる必要があるもの。 
（３）合併後、逐次制定し、施行させることとするもの。 

 
１５  組織及び事務機構の取扱い 

組織及び事務機構の取扱いについての基本的な方針は、次のとおりとする。 

（１）合併の目的、効果の視点から 

  高度化、多様化する行政ニーズや地方分権などに対応できる行財政基盤の充実を図

ると共に、行政の効率化やスリム化を目的としていることから、現有施設の有効利用

を基本に、その効果が期待できるように次の点に留意した組織・事務機構とする。 

  ① 組織の統廃合による職員数の適正化と専門化の推進 

  ② 指揮管理系統の簡素化 

（２）住民サービスの視点から 

  人口や面積等規模が拡大し、また現在の役場が支所に、支所が出張所になることか

ら、現在の住民サービスの維持や新市における同一水準のサービス提供などができる

ように、次の点に留意した組織・事務機構とする。 

  ① 窓口サービス 

  ② 日常生活に関連する事務事業、サービス 

③ 地域の状況や特性に応じた地域的事業 



（３）地域コミュニティ（住民自治）の視点から 

  それぞれの市町が有する伝統、文化、歴史、自然などの地域特性を生かし、今日ま

で培われてきた様々な地域活動や住民自治などを継続すると共に、地域特性に応じた

新たなまちづくりが展開できるように、自治組織づくりなど地域コミュニティの推進

に向けて支援、先導できる機能に留意した組織・事務機構とする。 

（４）新市のまちづくりの視点から 

  新市としての一体性を目指し、新市に引き継ぐ事務事業や新市まちづくり計画に基

づくまちづくり施策などをスムースに進めていくための組織・事務機構とする。 

（５）円滑な移行を行うために 

 合併という大きな変革に際して、行政運営が混乱することは回避しなければならな

い。また、住民においても困惑が生じることなく、分かり易い組織・事務機構とする

必要がある。こうしたことに配意し、一定の移行期間を設け、激変を避けながら組織・

事務機構を考えることとする。 

 

１６  公共的団体等の取扱い 

    公共的団体等については、下記の調整内容に基づき、各団体と充分協議しながら統合・

再編等の調整に努める。 
    ただし、特別な事情により統合・再編等が困難な団体は、当分の間、現行のとおりとす

る。 
（１）各市町の区域で組織されている団体については、新市の速やかな一体性を確保す

るため、基本的に合併時に統合するよう調整に努める。 
なお、各団体の実情により合併時に統合できない団体については、合併後２年以

内を目標に統合するよう調整に努める。 
（２）各市町の区域を越えて組織されている団体については、区域の変更等、組織の再 
編に向け、検討が進められるよう調整に努める。 

 
１７  使用料、手数料等の取扱い 

使用料及び手数料については、住民の一体性の確保を図るとともに、「負担公平の原則」

から可能な限り合併時の統一に向け調整する。 

ただし、各市町において入館料を定めている施設については、現行のとおりとする。 

 

１８  補助金、交付金等の取扱い 

補助金、交付金等については、従来からの経緯、実情等に配慮し、新市において調整す

る。 
（１）各市町で同一あるいは同種の補助金等については、関係団体等の理解と協力を得

て、統一の方向で調整する。 
（２）各市町独自の補助金等については、従来からの実績等を考慮し、市域全体の均衡

を保つように調整する。 
（３）整理統合できる補助金等については、統合、廃止できるよう調整する。 

 



１９  各種事務事業の取扱い 

 

１９－１ 消防防災関係事業 

（１）常備消防については、現行のとおり東近江行政組合消防本部及び愛知郡広域行

政組合消防本部で実施する。 

（２）地域防災計画及び水防計画については、合併時までに計画（案）を作成し、新

市において、ただちに防災会議を開催し計画を策定する。 

（３）消防団は、合併時に統合する。 

定数及び出動区域は、現行のとおりとする。 

組織は、消防活動に支障がないよう分団編成に統一する。 

なお、定数、組織、出動区域については、合併後３年以内に見直しを行う。 

（４）防災施設・機械器具等については、現行のまま新市に引き継ぎ、新市において

地域防災計画に基づき整備する。 

 

１９－２ 電算システム事業 

電算システムについては、合併時に電算システムを統合し、住民サービスの向上を図

るよう調整する。 

 

１９－３ 交通政策事業 

（１）地方バス路線維持費補助事業は、現行のとおりとする。 

（２）循環バス事業は、合併時は現行のとおりとする。五個荘町及び湖東町の循環バ

スは、合併時に新市の市役所へ乗り入れられるよう調整する。 

  路線、運賃及び乗車割引等については、合併後２年以内に新市循環バス事業と

して調整する。ただし、路線については公共交通空白地域を原則とし、公共施設

や医療機関等を結ぶ市民生活に密着した路線となるよう調整する。 

    

１９－４ 広報広聴関係事業 

（１）広報紙については、合併時に統合し広報活動の充実に努める。 

（２）放送による広報については、現行のとおりとする。但し、住民サービスの公平

性を考慮し、新市においてケーブルテレビを導入する。 

（３）ホームページについては、合併時に新市のホームページを開設し、充実した行

政情報の発信に努める。 

（４）広聴については、新市において広聴活動が充実するよう調整に努める。 

 

１９－５ 姉妹都市、国際交流事業 

     姉妹都市、友好都市、その他の都市との交流については、原則として新市に引き継ぐ

ものとする。ただし、交流事業の内容については、これまでの経緯等を踏まえ、新市に

おいて調整する。 

 

 



１９－６ コミュニティ施策 

（１）自治組織については、現行の自治会を基本に地区自治連合会、新市自治連合会

を設置する。 

（２）コミュニティ施策については、地域の自立を促し、自治活動の活性化が図られ

るよう支援事業の調整に努める。 

   

１９－７ 人権対策関係事業 

（１）人権対策事業については、これまでの取り組みの経緯を踏まえ、新市発足後す

みやかに人権条例を制定し事業を推進する。 

人権教育及び人権啓発については、人権教育推進協議会と連携を図りながら、

新市においても積極的に推進する。 

（２）男女共同参画については、これまでの取り組みを踏まえ、計画や推進体制の整

備を図りつつ、男女共同参画社会の早期実現をめざす。 

 

１９－８ 生活環境事業 

（１）環境施策については、持続可能な社会の実現のため新市発足後すみやかに環境

基本条例を制定する。また、条例に基づき良好な環境の保全と創造を図るための

諸施策を総合的、計画的に推進する。 

     （２）ごみ処理については、資源循環型社会の構築をめざし、これまでの地域の取り

組みを生かしながら市民、事業者、市の協働により、積極的にごみの減量化、資

源化を推進する。また、ごみの収集区域及び体制は、現行のとおり新市に引き継

ぐこととし、収集日・収集品目等については、合併後２年以内を目途に調整する。 

 

１９－９ 上・下水道事業 

（１）八日市市上水道事業と五個荘町上水道事業については、新市の上水道事業とし

て実施する。 

永源寺町簡易水道事業については、新市の簡易水道事業として実施する。 

愛東町、湖東町の上水道事業については、現行のとおり愛知郡広域行政組合で       

実施する。 

（２）公共下水道事業に係る使用料については、平成１７年度から統一する。また、

受益者負担金（分担金）については、現行のとおりとする。 

（３）農業集落排水事業に係る使用料金については、平成１７年度から統一する。ま

た、受益者分担金については、合併時に統一し、新規加入金は現行のとおりとす

る。 

農業集落排水事業に係る施設管理積立基金については、合併時までに清算する。 

 

１９－10 高齢者福祉事業 

（１）老人保健福祉計画については、平成１８年度からの新たな計画を新市において

策定する。ただし､平成１７年度までは、各市町の計画を集合したものとする。 

（２）国・県が定める制度で各市町が実施している事業については､新市に引き継ぐこ



とを基本に調整する。 

（３）各市町が独自に実施している制度・事業については、その事業効果を十分に検

討し調整する。 

 

１９－11 介護保険事業 

（１）介護保険事業計画については、平成１８年度からの新たな事業計画を新市にお

いて策定する。ただし、平成１７年度までは各市町の計画を集合したものとする。 

（２）第１号被保険者の保険料については、平成１８年度の保険料改定に合わせ、適

切な保険料を算定し統一する。ただし、平成１７年度までは各市町の例による。 

（３）低所得者対策事業については、社会福祉法人等の減免は廃止する。新市におい

て新たな軽減措置事業を設けるよう調整する。 

（４）介護認定審査会については、組織等について協議し、新市において単独で設置

する方向で調整する。 

（５）介護保険運営協議会については、委員構成を調整し、新市において新たに設置

する。 

 

１９－12 障害者福祉事業 

（１）国または県等が定めている制度で、各市町が実施している施策、事業について

は、現行のとおり新市に引き継ぐ。 

（２）他市町と連携し広域で実施している事業については、合併時は現行のとおりと

し、新市において調整する。 

（３）各市町が単独で実施している事業については、合併時は現行のとおりとし、平

成１７年度から統一する。ただし、統一が困難なものは合併後２年以内に調整す

る。 

 

１９－13 児童福祉事業 

（１）児童福祉施策については、急速に進む少子化に対応するため次世代育成支援に

向けた行動計画を策定し、新市において各種施策の展開を図る。 

（２）保育所(園)については、現行のとおりとし、保育料は平成１７年度から統一す

る。 

 

１９－14 病院(診療所)関係事業 

（１）永源寺町、愛東町及び湖東町が運営する診療所については、現行のとおり新市

に引き継ぐ。 

（２）診断書等の手数料については、合併時に統一する。 

 

１９－15 生活保護事業 

生活保護事業については、新市で設置する福祉事務所において、国又は県等が定める

制度に基づき実施する。 

 



１９－16 国民健康保険事業 

（１）国民健康保険料（税）は、合併時は現行のとおりとし、平成１７年度から保険

料として統一する。 

（２）保険給付事業、人間ドック・脳ドック検診費助成、高額療養費貸付・出産資金

貸付は、合併時は現行のとおりとし平成１７年度から統一して実施する。 

（３）国民健康保険運営協議会は、新市において新たに設置する。 

（４）福祉医療費助成・福祉施術費助成のうち、県の補助制度によるものは県制度の

とおりとし、市（町）単独事業については、対象者・給付基準等を見直したうえ、

平成１７年度から統一して実施する事業と、平成１６年度をもって原則として廃

止する事業に区分する。 

 

１９－17 保健衛生事業 

母子及び成人の各種健診・健康相談・健康教育並びに予防接種については、合併時は

現行のとおりとし、平成１７年度から実施内容、方法等の統一を図り、各保健センター

を拠点に実施する。 

 

１９－18 建設関係事業 

（１）道路河川整備事業については、継続中のものを新市に引き継ぐこととし、新規

事業は新市において計画的に整備、推進する。 

なお、市道以外の生活道路等整備については、地元要望を踏まえ自治会と市が

事業費を負担して実施する。 

（２）道路の維持管理については、基本的に現行のとおり新市に引き継ぐ。 

（３）道路認定基準及び再編は、新市において定める。ただし、各市町における既認 

定路線は、現行のとおり新市に引き継ぐ。 

（４）雪寒対策については、合併時は、現行のとおり新市に引き継ぎ、新市において

新たな雪寒対策計画を策定する。 

（５）公営住宅については、公営住宅ストック総合活用計画を新市において策定し、

計画的に建て替え、改善等を実施する。 

        ただし、新市の計画策定までの間は、各市町の計画を引き継ぐ。 

（６）公営住宅の家賃については、公営住宅法（昭和２６年法律第１９３号）に基づ

き、新市において決定する。 

（７）建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）等関係事務については、合併時から

八日市市の例を基本に実施する。 

 

１９－19 都市計画関係事業 

（１）都市計画区域は、現行の区域を新市に引き継ぐものとする。 

（２）都市計画マスタープランは、新市において策定する。 

（３）都市計画審議会は、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）に基づき設置す

る。 

（４）地籍調査は、新市において事業推進計画を定め各自治会や住民等の要望を勘案



し実施する。 

 

１９－20 農林水産関係事業 

（１）農業関係事業については、各種計画を新市において策定し、地域の特性を生か

した農業諸施策を実施する。 

（２）農村整備関係事業については、現行のとおり新市に引き継ぐ。 

（３）林業関係事業については、森林整備計画を新市において策定し、保育事業・病

害虫等防除事業・林道事業・治山事業等の林業諸施策を実施する。 

 

１９－21 商工･観光･労政関係事業 

商工・観光・労政関係事業については、産業の振興及び地域活性化を図るため、新市

において引き続き事業の推進に努めるものとする。 

 

１９－22 学校教育事業 

（１）学校教育については、引き続き教職員の資質向上や施設の整備に努め、教育環

境の充実を図るものとする。 

（２）幼稚園の運営方針・内容等については、新市において検討を行う。ただし、幼

稚園保育料、保育時間及び預かり保育の運営については、合併時は現行のとおり

とし、平成１７年度から統一するよう調整する。 

（３）学校給食事業については、現行のとおり新市に引き継ぎ、新市において拡大を

図るよう調整に努める。 

（４）幼稚園、小・中学校の通園・通学区域及び通園・通学バス等については、原則

として現行のとおり新市に引き継ぐ。 

（５）奨学金貸付事業については、新市において新たな基準による奨学金貸付制度を

設ける。 

   

１９－23 社会教育事業 

（１）社会教育・社会体育・文化振興に関する制度及び事業等については、現行の内

容を新市に引き継ぎ、一本化すべきものと地区単位で取り組むべきものに区分し

て実施する。 

（２）文化財については、現行のとおり新市に引き継ぎ、その保存と活用に努める。 

（３）図書館については、現行のとおり新市に引き継ぎ、館の連携によって相互利用

が図れるよう新市において調整する。 

 

２０  新市建設計画 

    新市建設計画は、別冊「新市まちづくり計画」に定めるとおりとする。 

 

 

 

 



調    印    書 

 
 八日市市、神崎郡永源寺町、同郡五個荘町、愛知郡愛東町及び同郡湖東町は、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第２５２条の２第１項および市町村の合併の特例に関する法律（昭和４

０年法律第６号）第３条第１項の規定に基づく八日市市・永源寺町・五個荘町・愛東町・湖東町

合併協議会において、上記のとおり合併に関する協議が整ったので、ここに調印する。 
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